
ご請求、お支払についてご不明点がございましたら、以下お問合せ先までご照会ください。

●カスタマーサービスセンター

０１２０-８１０-７４０
※最新の営業時間は当社
　ホームページをご覧ください。

●お問合せ・ご意見

https://www.prudential.co.jp/contact/inquiry/index
検 索プルデンシャル生命　お問合せ・ご意見

スマートフォン・
タブレットを
ご利用の方は
こちら

お電話の場合

インターネットの場合

●あなたのライフプランナー プルデンシャル生命保険株式会社
本社／〒100-0014 東京都千代田区永田町2-13-10

保険金・給付金の
ご請求について

支払ガイドブック
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●本冊子をお読みいただく前に必ずご確認ください
①保険金・給付金のお支払事由と、それらを請求する際の手続き方法について、
わかりやすく説明しているパンフレットです。そのため、約款の全文ではなく
一部を抜粋しています。
お支払日数や金額の限度、お支払いできない場合につきましては「ご契約の
しおり・約款」をあわせてご確認ください。
②お支払事由に該当してもお支払いできない場合（免責事由）があります。
保険種類により免責事由があり、保険金・給付金のお支払や保険料の払込免除の
お取扱いができない場合があります。
保険種類ごとの免責事由の詳細につきましては「ご契約のしおり・約款」をご確認
ください。
③本冊子に記載のお支払の対象となる手術や障害状態は、一般例を示すものです。
保険金・給付金のお支払や保険料の払込免除のお取扱いについては、ご提出いた
だく診断書などに基づいて判断いたしますので、あらかじめご了承ください。
④当社ホームページに「支払基準のわかりやすい解説」があります。
保険金・給付金を「お支払いできる場合」と「お支払いできない場合」について、
より詳細に記載していますので、あわせてご参照ください。

●当社が保険金・給付金をお支払いできないと決定した場合について
誠に残念ながら、ご契約時の約款内容から保険金・給付金をお支払いできない
場合があります。
保険金・給付金をお支払いできないという当社決定について、お客さまがご納得
いただけない場合、まずはお支払ホットラインにて専門のスタッフがわかりやすく
丁寧にご説明いたします。それでもご納得いただけない場合は、支払審査会に
お申し立ていただくことができます（P.32「支払審査会について」をご参照くだ
さい）。

本冊子はご契約いただいているお客さまに対しての情報提供となります。保険金・
給付金に関して、お支払いできる場合またはお支払いできない場合をわかりやすく
ご説明するために、代表的な事例をあげて解説しております。

はじめに ～本冊子の注意事項について～
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ご請求手続方法は「書類でのお手続き」と「専用Webサイトを使ってのお手続き」をご用意しております。

担当ライフプランナーまたはカスタマーサービスセンター
までご連絡ください。

ご契約者さま専用WebサイトのMyページから
給付金請求のお手続きが可能です。

お客さま

書類でのお手続き（保険金、給付金） 専用Webサイトを使ってのお手続き（給付金）

なお保険金請求は書類でのお手続きに限ります。給付金請求はご契約やご請求内容によっては、書類でのお手続きをお願いする場合が
ございます。詳しくは当社ホームページにてご確認ください。

1

●Myページからは、当社所定の条件を満たす入院、手術、
先進医療についての給付金をご請求いただけます。
●ご利用条件は当社ホームページにてご確認ください。
●ご利用いただくにはMyページの登録が必要です。

●カスタマーサービスセンター

プルデンシャル生命の
ホームページから

０１２０-８１０-７４０
※最新の営業時間は当社ホームページをご覧ください。

ご請求のお申出をお受けした後、ご請求書類を郵送または
担当者が直接お届けします。

プルデンシャル生命2

プルデンシャル生命4

●ご請求に必要な書類やその留意事項は、各種請求書をご確認ください。

診断書などをご準備ください。
全ての書類が整いましたら、当社へご提出ください。

お客さま3

●診断書や公的書類などの発行にかかる費用はお客さまのご負担となります。
●お客さまご自身で報告書をご記入いただくことにより、診断書の代用と
する簡易請求制度（自己申告制度）＊もございます。
●ご請求に対して保険金・給付金のお支払が全くできない場合、一定の
条件のもとで当社所定診断書取得費用の一部を当社にて負担させて
いただくお取扱いを行っております。
詳細は担当ライフプランナーまたはカスタマーサービスセンターまで
お問合せください。

ご提出いただいた書類の内容を確認いたします。
●ご加入前の健康状態、治療の経過・内容、障害の状況、事故の状況などについて、事実の確認（医療機関などへの確認も含みます）をさせていただく
場合がございます。この際、事前に当社から連絡を差し上げ、当社が業務委託をしている確認会社の担当者がお伺いする場合がございます(P.31
「ご請求内容に関する事実の確認について」をご参照ください）。
●事実の確認は迅速に実施いたしますが、確認先の都合や事故原因の調査などで日数を要する場合がございますので、あらかじめご了承ください。

プルデンシャル生命5
ご契約の約款の内容にしたがい、保険金・給付金をご指定の口座へお支払いいたします。
●お支払内容の明細書を郵送いたしますので、内容をご確認ください。

画面の案内にそって入力し、必要書類の撮影・
アップロードをしてください。

Myページからご請求手続きをされる場合、請求書類などの
郵送は不要です。

＊簡易請求制度（自己申告制度）とは、診断書のご提出に代えて、給付金請求書の「入院・手術状況報告書」のご記入および医療機関発行の領収書などを提出
することで診断書発行費用を負担せずにご請求いただける制度です。なお、簡易請求制度には、お取扱上の制限がございます。

Myページでのご請求

https://www.prudential.co.jp/contractor/mypage/
検 索プルデンシャル生命　マイページ

スマートフォン・タブレットを
ご利用の方はこちら

保険金・給付金請求のお手続きの流れ



6

ご加入いただいているご契約によりお支払の対象が異なるため「ご契約のしおり・約款」をご確認ください。

医療保険、新医療保険、入院総合保障特約、新入院総合保障特約、入院初期給付特約、短期入院特約、入院長期給付特約

成人病特約

女性疾病特約

がん保険、がん入院特約

入院療養特約

入院保険（一時金給付型）、入院特約（一時金給付型）、新入院保険（一時金給付型）

入院給付金
成人病入院給付金
女性疾病入院給付金
がん入院給付金
入院療養給付金
入院一時金

災害入院
給付金

給付金の種類 支払事由 支払額

不慮の事故による傷害の治療を目的とした入院を、事故の日
からその日を含めて180日以内に開始し、５日以上継続して入
院したとき

疾病の治療を目的として５日以上継続して入院したとき

入院給付金日額
×

（入院日数－入院開始日からその日を含めての4日）

医療保険、新医療保険、入院総合保障特約、新入院総合保障特約、
入院初期給付特約、短期入院特約、入院長期給付特約

お役立ていただける保険、特約

ご注意いただきたい内容

無解約返戻金型、解約返戻金抑制型があります。

お支払の一例

疾病入院
給付金

不慮の事故による傷害の治療を目的とした入院を、事故の日
からその日を含めて180日以内に開始し、5日以上継続して
入院したとき

疾病の治療を目的として5日以上継続して入院したとき

入院初期給付金日額
×
4日

災害入院初期
給付金

不慮の事故による傷害の治療を目的とした入院を、事故の日
からその日を含めて180日以内に開始し、2日以上継続して
入院したとき

疾病の治療を目的として2日以上継続して入院したとき

入院給付金日額
×

入院日数（4日限度）

疾病入院初期
給付金

不慮の事故による傷害の治療を目的とした入院を、事故の日
からその日を含めて180日以内に開始し、125日以上継続し
て入院したとき

疾病の治療を目的として125日以上継続して入院したとき

入院長期給付金日額
×

（入院日数－入院開始日からその日を含めての124日）

災害短期入院
給付金

疾病短期入院
給付金

災害入院長期
給付金

疾病入院長期
給付金

●「入院」とは医師による治療が必要であり、かつ自宅などでの治療が困難なため、病院または診療所に入り、常に医師の管理下において治療に専念する
ことをいいます。
●美容上の処置、疾病を直接の原因としない不妊手術、治療処置を伴わない人間ドック検査などは「治療を目的とする入院」ではないため、お支払対象と
なりません。
●災害入院給付金と疾病入院給付金については、同一傷病を原因とする1回の入院についてのお支払限度日数は120日です。
※新医療保険および新入院総合保障特約の場合、60日型と120日型があります。60日型の場合、お支払限度日数は60日となります。

災害入院給付金　120日支払
災害入院長期給付金　26日支払

疾病短期入院給付金　4日支払
疾病入院給付金　3日支払

入院総合保障特約、短期入院特約に加入
胆管結石で7日間入院した場合

疾病入院初期給付金　4日支払
疾病入院給付金　6日支払

入院総合保障特約、入院初期給付特約に加入
胃潰瘍で10日間入院した場合

医療保険、入院長期給付特約に加入
骨折で150日間入院した場合

病気やケガで入院した ①



7

お支払の一例
がん入院給付金　10日支払

がん入院給付金　16日支払
がん治療給付金　支払

がん入院特約に加入
大腸がんの治療で10日間入院した場合
がん保険に加入
初めて胃がんに罹患し治療のために16日間入院した場合

＊がん給付の責任開始期は、お申込・告知・初回保険料の払込が全て完了した日を含め90日経過した日の翌日からとなります（がん入院特約については、
本特約の保険期間の始期からその日を含めて90日を経過した翌日となります。）。

成人病入院
給付金

給付金の種類 支払事由 支払額

当社所定の成人病の治療を直接の目的として
5日以上継続して入院したとき

成人病入院給付金日額
×

（入院日数－入院開始日からその日を含めての4日）

成人病特約

お支払の一例 疾病入院給付金　6日支払
成人病入院給付金　6日支払

入院総合保障特約、成人病特約に加入
糖尿病で10日間入院した場合

当社所定の成人病

女性疾病
入院給付金

給付金の種類 支払事由 支払額

当社所定の女性疾病の治療を直接の目的と
して5日以上継続して入院したとき

女性疾病入院給付金日額
×

（入院日数－入院開始日からその日を含めての4日）

女性疾病特約

お支払の一例 疾病入院給付金　3日支払
女性疾病入院給付金　3日支払

医療保険、女性疾病特約に加入
子宮筋腫で7日間入院した場合

当社所定の女性疾病

がん入院給付金

給付金の種類 支払事由 支払額

がん給付の責任開始期＊以後に診断確定された
がんの治療を直接の目的として入院したとき

がん入院給付金日額×入院日数

がん入院給付金日額×100倍

がん保険、がん入院特約

がん治療給付金
（がん保険のみ）

当社所定のがん

※がん治療給付金の支払われることとなった最終の入院開
始日から、その日を含めて2年以内にがん治療給付金の支
払事由に該当した場合には、お支払いしません

ご注意いただきたい内容
●被保険者が、告知以前または告知日からがん給付の責任開始期の前日までにがんと診断確定されていた場合は、保険契約（特約）は無効となります。
契約者または被保険者あるいはその両方が診断確定されていた事実を知らなかった場合も無効となります。
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災害入院
一時金

給付金の種類 支払事由 支払額

不慮の事故による傷害の治療を目的とした入院を、その事故の日
からその日を含めて180日以内に開始し、2日以上継続して入院をし
たとき

次の（ア）または（イ）に該当したとき
（ア）疾病の治療を目的として、2日以上継続して入院をしたとき
（イ）責任開始期の属する日からその日を含めて1年を経過した日以後

に行われた、骨髄幹細胞を移植するための骨髄幹細胞採取手術ま
たは末梢血幹細胞移植における末梢血幹細胞採取手術（自家移植
を除く）を受けることを直接の目的として入院をしたとき

入院一時金額

入院保険（一時金給付型）（Ⅰ型・Ⅱ型・Ⅲ型）、入院特約（一時金給付型）（Ⅰ型・Ⅱ型・Ⅲ型）

ご注意いただきたい内容

疾病入院
一時金

不慮の事故による傷害の治療を目的とした入院を、事故の日からその
日を含めて180日以内に入院を開始し、給付待機日数をこえて入院を
継続したとき

疾病の治療を目的として、給付待機日数をこえて入院を継続したとき

継続入院給付金日額
×

（入院日数－入院開始日からその日を含めた給付待機日数）

災害継続
入院給付金

当社所定の三大疾病＊1の治療を目的として、60日をこえて入院を継続
したとき

継続入院給付金日額
×

（入院日数－入院開始日からその日を含めて60日）

疾病継続
入院給付金

三大疾病継続
入院給付金

●「入院」とは医師による治療が必要であり、かつ自宅などでの治療が困難なため、病院または診療所に入り、常に医師の管理下において治療に専念する
ことをいいます。
●美容上の処置、疾病を直接の原因としない不妊手術、治療処置を伴わない人間ドック検査などは「治療を目的とする入院」ではないため、お支払対象と
なりません。
●日帰り入院はお支払対象となりません。
●骨髄幹細胞採取手術または末梢血幹細胞採取手術を直接の目的とする入院による疾病入院一時金のお支払は、保険期間を通じて2回とします。

＊1 三大疾病とは、約款に定める「がん」「心疾患」「脳血管疾患」のことをいいます。
＊2 Ⅲ型には、継続入院給付金および三大疾病継続入院給付金はありません。

入院日数
保険契約の型 61日～21日～11日～2日～1日

入院一時金
給付待機日数20日

三大疾病継続
入院給付金

継続入院給付金

入院一時金
給付待機日数10日

入院一時金
給付待機日数なし

三大疾病継続
入院給付金

継続入院給付金お支払対象と
なりません

Ⅱ型

Ⅲ型＊2

Ⅰ型

お支払の一例

Ⅰ型 疾病入院一時金支払
Ⅱ型 疾病入院一時金+疾病継続入院給付金（2日）支払
Ⅲ型 疾病入院一時金支払

心房細動で12日間入院した場合

Ⅰ型 疾病入院一時金＋疾病継続入院給付金（40日）＋
三大疾病継続入院給付金（40日）支払

Ⅱ型 疾病入院一時金＋疾病継続入院給付金（50日）＋
三大疾病継続入院給付金（40日）支払

Ⅲ型 疾病入院一時金支払

胃がんで100日間入院した場合

Ⅰ型 災害入院一時金支払
Ⅱ型 災害入院一時金支払
Ⅲ型 災害入院一時金支払

交通事故で2日間入院した場合

病気やケガで入院した ②
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災害入院
一時金

給付金の種類 支払事由 支払額

不慮の事故による傷害の治療を目的とした入院を、その事故の日から
その日を含めて180日以内に開始し、1日以上入院をしたとき

次の（ア）または（イ）に該当したとき
（ア）疾病の治療を目的として、1日以上入院をしたとき
（イ）責任開始期の属する日からその日を含めて1年を経過した日以後

に行われた、骨髄幹細胞を移植するための骨髄幹細胞採取手術ま
たは末梢血幹細胞移植における末梢血幹細胞採取手術（自家移植
を除く）を受けることを直接の目的として入院をしたとき

入院一時金額

新入院保険（一時金給付型）（Ⅰ型・Ⅱ型・Ⅲ型）

ご注意いただきたい内容

お支払の一例

疾病入院
一時金

不慮の事故による傷害で、その事故の日からその日を含めて180日
以内に入院を開始し、給付待機日数をこえて入院を継続したとき

疾病の治療を目的として、給付待機日数をこえて入院を継続したとき

継続入院給付金日額
×

（入院日数－入院開始日からその日を含めた給付待機日数）

災害継続
入院給付金

当社所定の三大疾病＊1の治療を目的として、60日をこえて入院を継続
したとき

継続入院給付金日額
×

（入院日数－入院開始日からその日を含めて60日）

疾病継続
入院給付金

三大疾病継続
入院給付金

●「入院」とは医師による治療が必要であり、かつ自宅などでの治療が困難なため、病院または診療所に入り、常に医師の管理下において治療に専念する
ことをいいます。
●美容上の処置、疾病を直接の原因としない不妊手術、治療処置を伴わない人間ドック検査などは「治療を目的とする入院」ではないため、お支払対象と
なりません。
●骨髄幹細胞採取手術または末梢血幹細胞採取手術を直接の目的とする入院による疾病入院一時金のお支払は、保険期間を通じて2回とします。

Ⅰ型 災害入院一時金＋災害継続入院給付金（5日）支払
Ⅱ型 災害入院一時金＋災害継続入院給付金（15日）支払
Ⅲ型 災害入院一時金支払

Ⅰ型 疾病入院一時金支払
Ⅱ型 疾病入院一時金支払
Ⅲ型 疾病入院一時金支払

スポーツ中にけがをして25日間入院した場合

＊1 三大疾病とは、約款に定める「がん」「心疾患」「脳血管疾患」のことをいいます。
＊2 Ⅲ型には、継続入院給付金および三大疾病継続入院給付金はありません。

大腸ポリープで1日間入院した場合

入院日数
保険契約の型 61日～21日～11日～1日～

入院一時金
給付待機日数20日

三大疾病継続
入院給付金

継続入院給付金

入院一時金
給付待機日数10日

入院一時金
給付待機日数なし

三大疾病継続
入院給付金

継続入院給付金Ⅱ型

Ⅲ型＊2

Ⅰ型

Ⅰ型 疾病入院一時金＋疾病継続入院給付金（40日）+
三大疾病継続入院給付金（40日）支払

Ⅱ型 疾病入院一時金＋疾病継続入院給付金（50日）+
三大疾病継続入院給付金（40日）支払

Ⅲ型 疾病入院一時金支払

脳出血で100日間入院した場合
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患者番号 氏　　名

プルデンシャル　花子

東京都□□区〇〇1丁目
プルデンシャル病院

領収印

様12345

作成日

○○○○年〇月〇日

受診 入・外 領収書№ 保険種類 自己負担 請求期間

外科 入院 123 健保 30％ ○○○○年〇月〇日～○○○○年〇月〇日

保険

初・再診料

0点

入院料等

10590点

医学管理等

0点

在宅医療

0点

検査

1341点

画像診断

252点

投薬

964点

注射

620点

リハビリテーション

0点

精神科専門療法

0点

処置

832点

手術

13130点

麻酔

978点

放射線治療

0点

病理診断

0点

診断分類（DPC）

0点

食事療養

11,520円

生活療養

0円

保険適用合計点

28707点

保険外
負担

先進医療 差額室料 その他

合計

負担額

領収額合計

保険（食事・生活） 保険外負担保険

25,200円
円

（内訳）

287,070円 11,520円 25,200円

86,120円 4,680円 25,200円

116,000円

＜医療機関発行書類の具体例＞

お支払の一例 医療機関で発行された領収書に基づき、入院療養給付金をお支払いします。
以下の具体例では、28,707点×給付倍数3＝86,121円がお支払額になります。

※領収書の書式は医療機関により異なります。

入院療養給付金

給付金の種類 支払事由 支払額

疾病の治療または不慮の事故その他の外因による傷害の
治療を目的として公的医療保険制度によって保険給付の
対象となる入院をしたとき

入院中の療養に係る診療報酬点数＊1
×

給付倍数＊2

入院療養特約

＊1 入院中の療養に係る診療報酬点数とは、入院の直接の原因となった疾病または傷害に対する療養に係る診療報酬点数をいいます。診療報酬点数を合計し、
1点につき単価10円を乗じて算定された金額に、自己負担割合（1割・2割・3割）を乗じた金額が治療費の自己負担額になります。

＊2 給付倍数は、加入時に当社の定める取扱範囲内で選択する倍数をいいます。

以下のご契約内容の場合を前提とします。
①給付倍数 ： 3倍
②月間支払限度 ： 9万円

ご注意いただきたい内容
●1カ月間（月の初日から末日まで）のお支払限度額は、ご選択いただいた月間支払限度になります。

病気やケガで入院した ③
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お支払の
一例

ご加入いただいているご契約によりお支払の対象が異なるため「ご契約のしおり・約款」をご確認ください。

医療保険、新医療保険、入院総合保障特約、新入院総合保障特約
新医療保険、新入院総合保障特約
成人病特約
女性疾病特約
がん保険、がん入院特約
手術給付特約、新手術給付特約

手術給付金
入院時手術給付金
成人病手術給付金
女性疾病手術給付金
がん手術給付金
入院中手術給付金

手術給付特約、新手術給付特約放射線治療給付金
新手術給付特約外来手術給付金

医療保険、新医療保険、入院総合保障特約、新入院総合保障特約

お役立ていただける保険、特約

ご注意いただきたい内容

無解約返戻金型、解約返戻金抑制型があります。

●「手術」とは、器具を用い、生体に切断、摘除などの操作を加えることをいい、約款における手術給付倍率表の手術番号1～89を指します。
●美容整形上の手術、疾病を直接の原因としない不妊手術、診断・検査（生検など）のための手術は「治療を直接の目的とする」手術ではないため、お支払
対象となりません。
●吸引、穿刺などの処置および神経ブロックは、お支払対象となりません。
●同時に2種類以上の手術を受けたときは、もっとも給付倍率の高いいずれか1種類の手術を受けたものとして手術給付金をお支払いします。
●骨髄幹細胞を移植することを目的とした骨髄幹細胞採取手術または末梢血幹細胞移植における末梢血幹細胞採取手術による手術給付金のお支払は、
保険期間を通じて2回までとなります。
●骨髄ドナー給付限定特則を付加されている場合は、「骨髄幹細胞を移植することを目的とした骨髄幹細胞採取手術または末梢血幹細胞移植における
末梢血幹細胞採取手術」のみお支払対象となり、その他の手術給付金はお支払対象となりません。

手術給付倍率10倍の手術給付金支払
施術の開始日より60日に1回の給付限度あり

手術給付倍率20倍の手術給付金支払

大腸ポリープに対する「内視鏡的大腸ポリープ・粘膜切除術」を受けた場合
「内視鏡下生検法」は検査のためお支払対象となりません

白内障に対する「水晶体再建術」を受けた場合

手術給付金

給付金の種類 支払事由 支払額

次の（ア）または（イ）に該当したとき
（ア）疾病の治療または不慮の事故その他の外因による傷害の治療を直接の

目的として、約款所定の手術を受けたとき
（イ）責任開始期の属する日からその日を含めて1年を経過した日以後に行われ

た、骨髄幹細胞を移植するための骨髄幹細胞採取手術または末梢血幹細
胞移植における末梢血幹細胞採取手術（自家移植を除く）を受けたとき

入院給付金日額
×

所定の給付倍率

手術給付倍率表

お支払の一例 手術給付金 入院時手術給付金
入院をして「扁桃腺摘出術」を受けた場合 お支払対象となりません お支払対象となります

「痔核根治手術」に対して、手術給付倍率10倍の手術給付金
支払

お支払対象となりません入院をして「肛門ポリープ切除術」と
「痔核根治手術」を同時に受けた場合

新医療保険、新入院総合保障特約

ご注意いただきたい内容
●同時に2種類以上の手術を受けたときは、いずれか1種類の手術を受けたものとみなします。また、手術給付金のお支払対象となる手術と同時に受け
たときは、入院時手術給付金はお支払対象となりません。
●医療機関発行の領収書「手術」欄に診療報酬点数の記載があっても「輸血料」や「薬剤料」のみ算定されている場合はお支払対象となりません。

入院時手術給付金

給付金の種類 支払事由 支払額

疾病の治療または不慮の事故その他の外因による傷害の治療を直接の目的として、入院中に公的医療
保険制度によって保険給付の対象となる診療報酬点数表により手術料の算定される手術を受けたとき

入院給付金日額×5

手術・放射線治療を受けた ①
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成人病手術給付金

給付金の種類 支払事由 支払額

当社所定の成人病の治療を直接の目的として所定の手術を受け
たとき

成人病入院給付金日額
×

所定の給付倍率

成人病特約

お支払の
一例

成人病手術給付倍率20倍の手術給付金支払

お支払対象となりません

成人病手術給付倍率10倍の手術給付金支払
施術の開始日より60日の間に1回の給付限度あり

白内障により「水晶体再建術」を受けた場合
糖尿病性白内障の場合

加齢性白内障の場合

急性心筋梗塞により「経皮的冠動脈ステント留置術」を受けた場合

成人病手術給付
倍率表

女性疾病手術給付金

給付金の種類 支払事由 支払額

当社所定の女性疾病の治療を直接の目的として所定の手術を
受けたとき

女性疾病入院給付金日額
×

所定の給付倍率

女性疾病特約

お支払の
一例

女性疾病手術給付倍率20倍の手術給付金支払

女性疾病手術給付倍率40倍の手術給付金支払

女性疾病手術給付倍率10倍の手術給付金支払

「乳房切除術」を受けた場合
乳房の良性腫瘍の場合

原発巣である乳がんの初めての切除手術の場合

「帝王切開術」を受けた場合

女性疾病手術
給付倍率表

ご注意いただきたい内容
●「手術」とは器械、器具を用いて、生体に切開、切断、結紮、摘除、郭清、縫合などの操作を加えることをいい、ドレナージ、穿刺および神経ブロックは除き
ます。
●被保険者が、告知以前または告知日からがん給付の責任開始期の前日までにがんと診断確定されていた場合は、保険契約（特約）は無効となります。
契約者または被保険者あるいはその両方が診断確定されていた事実を知らなかった場合も無効となります。

がん手術給付金

給付金の種類 支払事由 支払額

がん給付の責任開始期＊以後に診断確定されたがんの治療を直
接の目的として所定の手術を受けたとき

がん入院給付金日額
×

所定の給付倍率

がん保険、がん入院特約

お支払の
一例

手術給付倍率40倍の手術給付金支払

手術給付倍率20倍の手術給付金支払

手術給付倍率20倍の手術給付金支払

手術給付倍率10倍の手術給付金支払
施術の開始日より60日の間に1回の給付限度あり

手術給付倍率10倍の手術給付金支払
施術の開始日より60日の間に1回の給付限度あり

「肺切除術」を受けた場合
原発巣である肺がんの初めての切除手術の場合

転移性肺がんの切除手術の場合

がんの根治を目的とした放射線照射の場合

放射線総線量50グレイ以上の放射線照射の場合

「抗悪性腫瘍剤動脈，静脈または腹腔内持続注入用埋込型カテーテル設置」を受けた場合

「悪性新生物温熱療法」を受けた場合

「放射線治療」を受けた場合

がん手術給付
倍率表

＊がん給付の責任開始期は、お申込・告知・初回保険料の払込が全て完了した日を含め90日経過した日の翌日からとなります（がん入院特約については、この
特約の保険期間の始期からその日を含めて90日を経過した翌日となります。）。

手術・放射線治療を受けた ②
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ご注意いただきたい内容
●対象となる放射線治療には、「電磁波温熱療法」は含まれますが、「血液照射」は含みません。
●同時に2種類以上の放射線治療を受けたときは、いずれか1種類の放射線治療を受けたものとみなします。
●放射線治療給付金が支払われることとなった直前の放射線治療を受けた日から起算して60日以内に受けた放射線治療については、放射線治療給付
金のお支払対象となりません。

放射線治療給付金

給付金の種類 支払事由 支払額

疾病の治療または不慮の事故その他の外因による傷害の治療を直接の
目的として、公的医療保険制度によって保険給付の対象となる医科診療
報酬点数表により放射線治療料が算定された放射線治療を受けたとき

入院中手術給付金額

手術給付特約、新手術給付特約

ご注意いただきたい内容
●入院日と退院日が同一の日である場合は入院基本料の支払の有無などを参考に判断します。入院基本料の支払のない外来扱いで受けた手術はお支
払対象となりません。
●同時に2種類以上の手術を受けたときは、いずれか1種類の手術を受けたものとみなします。
●医科診療報酬点数表において一連の治療過程で手術を複数回実施しても、手術料が１回のみ算定される手術を複数回お受けになった場合は、60日に
1回のお支払を限度とします。

入院中手術給付金

給付金の種類 支払事由 支払額

疾病の治療または不慮の事故その他の外因による傷害の治療を直接の
目的として、1日以上の入院中に、公的医療保険制度によって保険給付の
対象となる医科診療報酬点数表により手術料が算定された手術を受けた
とき

入院中手術給付金額

新手術給付特約

ご注意いただきたい内容
●同時に2種類以上の手術を受けたときは、いずれか1種類の手術を受けたものとみなします。また、入院中手術給付金のお支払対象となる手術と同時
に受けたときは、外来手術給付金はお支払対象となりません。
●医科診療報酬点数表において一連の治療過程で手術を複数回実施しても、手術料が１回のみ算定される手術を複数回お受けになった場合は、60日に
1回のお支払を限度とします。

外来手術給付金

給付金の種類 支払事由 支払額

疾病の治療または不慮の事故その他の外因による傷害の治療を直接の目的として、外来に
おいて、公的医療保険制度によって保険給付の対象となる医科診療報酬点数表により手術料が
算定された手術を受けたとき
ただし、以下に定めるものを除きます
創傷処理／皮膚切開術／デブリードマン／骨、軟骨または関節の非観血的整復術、非観血的整
復固定術および非観血的授動術／抜歯手術／外耳道異物除去術／鼻内異物摘出術／涙点の
閉鎖術／鼻腔粘膜焼灼術、下甲介粘膜焼灼術および高周波電気凝固法による鼻甲介切除術

入院中手術給付金額
×

外来手術給付割合（25％）

お支払の一例
お支払対象となりません

外来手術給付金支払

外来で「抜歯手術」を受けたとき

外来で「皮膚,皮下腫瘍摘出術」を受けたとき

お支払の一例 放射線治療給付金支払外来または入院中に放射線治療を受けた場合

お支払の一例 入院中手術給付金支払入院中に「内視鏡的大腸ポリープ・粘膜切除術」を受けた場合
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患者番号 氏　　名
プルデンシャル　花子

東京都□□区〇〇1丁目
プルデンシャルクリニック

領収印

様12345
作成日

○○○○年〇月〇日

受診 入・外 領収書№ 保険種類 自己負担 請求期間
婦人科 外来 123 健保 30％ ○○○○年〇月〇日

区分 項目名

以下余白

単価 回数 合計
初・再診料

投薬

先進医療

再診料
明細書発行体制等加算

調剤料（内服薬）

処方料（その他）

○■△治療

750
10

110

420

30000

1
1

1

1

1

750
10

110

420

30,000

保険

初・再診料
760点

入院料等
0点

医学管理等
0点

在宅医療
0点

検査
0点

画像診断
0点

投薬
530点

注射
0点

リハビリテーション
0点

精神科専門療法
0点

処置
0点

手術
0点

麻酔
0点

放射線治療
0点

病理診断
0点

診断分類（DPC）
0点

食事療法
0円

生活療養
0円

保険外
負担

先進医療 差額室料 その他
合計
負担額
領収額合計

保険（食事・生活） 保険外負担保険

30,000円
円

（内訳）

1,290円 0円 30,000円
380円 0円 30,000円

0円

＜医療機関発行書類の具体例＞

【領収書兼診療明細書】

無解約返戻金型先進医療特約先進医療給付金

先進医療
給付金

給付金の名称 支払事由 支払額

不慮の事故もしくは不慮の事故以外の外因による傷害または
発病した疾病を直接の原因とし、所定の先進医療による療養
を受けたとき

受療した先進医療の技術料にかかわる
費用の額のうち被保険者が負担すべき金額

お役立ていただける特約

ご注意いただきたい内容
●自由診療としてお受けになった場合はお支払対象となりません。
●所定の先進医療技術名と、実施している医療機関の名称は、厚生労働省のホームページにて一覧をご確認いただくことができます。
●厚生労働大臣が定める医療機関以外で先進医療と同様の治療・手術を受けた場合は、先進医療給付金のお支払対象となりません。
●お受けになる医療技術がご契約時点で先進医療の対象であった場合でも、療養を受けた時点で公的医療保険制度の給付対象となっている場合や、
承認取り消しなどによって先進医療でなくなっている場合など、療養を受けた日時点において厚生労働省が定める先進医療に該当していない場合は
お支払対象となりません。

お支払の一例

以下の要件を全てみたしていることを前提とします。
①実施日時点で「プルデンシャルクリニック」が厚生労働省により認定された医療機関であること
②実施日時点で「○■△治療」が厚生労働省により認定された先進医療技術であること
③「○■△治療」を先進医療として受療されたこと

医療機関で発行された領収書や診療明細書に基づき、先進医療給付金をお支払いします。
以下の具体例では、先進医療給付金として30,000円がお支払対象となります。

※領収書の書式は医療機関によって異なります。

所定の先進医療

ご加入いただいているご契約によりお支払の対象が異なるため「ご契約のしおり・約款」をご確認ください。

先進医療を受けた
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＊1 がん給付の責任開始期は、お申込・告知・初回保険料の払込が全て完了した日を含め90日経過した日の翌日からとなります。
＊2 がんの診断確定は、医師によって病理組織学的所見（生検）によりなされることが必要です。病理組織学的所見（生検）が得られない場合には他の所見に
よる診断確定も認めることがあります。

当社所定の「がん」、
「上皮内がん・皮膚のその他の

悪性新生物」

がん診断保険
がん診断保険金

お役立ていただける保険

上皮内がん診断保険金

がん診断保険金

種類 支払事由 支払額

がん給付の責任開始期＊1以後、がん給付の責任開始期前を含
めて初めてがんに罹患したと診断確定＊2されたとき

がん診断保険金額

上皮内がん診断
保険金

がん給付の責任開始期以後、がん給付の責任開始期前を含め
て初めて上皮内がん・皮膚のその他の悪性新生物に罹患した
と診断確定＊2されたとき

がん診断保険金額
×

上皮内がん支払割合（10％）

ご注意いただきたい内容
●がん診断保険金をお支払いすると、保険契約は消滅します。上皮内がん診断保険金をお支払いしても保険契約は消滅しません。
●上皮内がん診断保険金のお支払は、保険期間を通じて1回です。
●被保険者が、告知以前または告知日からがん給付の責任開始期の前日までにがんまたは上皮内がん等と診断確定されていた場合は、保険契約は無効
となります。契約者または被保険者あるいはその両方が診断確定されていた事実を知らなかった場合も無効となります。
●がん診断保険金と死亡給付金は重複してお支払いしません。

ご加入いただいているご契約によりお支払の対象が異なるため「ご契約のしおり・約款」をご確認ください。

がんと診断された
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三大疾病保障保険

特定疾病保障定期保険

三大疾病・疾病障害による保険料払込免除特則

がん一時給付金
心疾患一時給付金
脳血管疾患一時給付金
特定疾病保険金

三大疾病による保険料払込免除

がん
一時給付金

種類 支払事由

第1回
第2回
以後

第1回

第2回
以後

第1回

第2回
以後

三大疾病保障保険

特定疾病保障定期保険

お役立ていただける保険、特則

心疾患
一時給付金

がん給付の責任開始期＊1以後、がん給付の責任開始期前を含めて初めてがんに罹患したと診断確定＊2されたとき
直前のがん一時給付金の支払事由に該当した日からその日を含めて1年を経過した日の翌日以後に、がんの治療を直
接の目的とする1日以上の入院をしたとき

直前の心疾患一時給付金の支払事由に該当した日からその日を含めて1年を経過した日の翌日以後に、上記の第1回
（1）～（3）に定める入院をし、または手術を受けたとき

直前の脳血管疾患一時給付金の支払事由に該当した日からその日を含めて1年を経過した日の翌日以後に、上記の
第1回（1）～（3）に定める入院をし、または手術を受けたとき

以下のいずれかに該当したとき
（1）がん給付以外の責任開始期＊3以後に発病した急性心筋梗塞の治療を直接の目的とする１日以上の入院をしたとき
（2）がん給付以外の責任開始期＊3以後に発病した急性心筋梗塞以外の心疾患の治療を直接の目的とする継続10日

以上の入院をしたとき
（3）がん給付以外の責任開始期＊3以後に発病した心疾患の治療を直接の目的として、公的医療保険制度において保

険給付の対象となる医科診療報酬点数表による手術料が算定された手術を受けたとき

以下のいずれかに該当したとき
（1）がん給付以外の責任開始期＊3以後に発病した脳卒中の治療を直接の目的とする1日以上の入院をしたとき
（2）がん給付以外の責任開始期＊3以後に発病した脳卒中以外の脳血管疾患の治療を直接の目的とする継続10日

以上の入院をしたとき
（3）がん給付以外の責任開始期＊3以後に発病した脳血管疾患の治療を目的として、公的医療保険制度において保険

給付の対象となる医科診療報酬点数表による手術料が算定された手術を受けたとき

脳血管疾患
一時給付金

種類 支払事由

以下のいずれかに該当したとき
（1）がん給付の責任開始期＊1以後、がん給付の責任開始期前を含めて初めてがんに罹患したと診断確定＊2されたとき
（2）がん給付以外の責任開始期＊3以後の疾病を原因として急性心筋梗塞を発病し、その疾病により初めて医師の診断を受けた

日からその日を含めて60日以上労働の制限を必要とする状態が継続したと医師によって診断されたとき
（3）がん給付以外の責任開始期＊3以後の疾病を原因として脳卒中を発病し、その疾病により初めて医師の診断を受けた日からそ

の日を含めて60日以上言語障害、運動失調、麻痺等の他覚的な神経学的後遺症が継続したと医師によって診断されたとき

特定疾病保険金

ご注意いただきたい内容
●被保険者が、告知以前または告知日からがん給付の責任開始期＊1の前日までにがんと診断確定されていた場合で、その診断確定の日からその日を
含めて6カ月以内に診断確定に関する書類の提出、かつ申出があったときは保険契約は無効となります。
●三大疾病保障保険における「各一時給付金」は、給付金の種類ごとに支払事由発生日より1年に1回を限度とし、保険期間中であれば支払回数制限なく
お支払となります。

ご注意いただきたい内容
●被保険者が、告知以前または告知日からがん給付の責任開始期＊1の前日までにがんと診断確定されていた場合で、その診断確定の日からその日を
含めて6カ月以内に診断確定に関する書類の提出、かつ申出があったときは保険契約は無効となります。
●特定疾病保障保険における「特定疾病保険金」は保険期間にいずれかの支払事由の該当で１回のみのお支払となります。
●上皮内がん、および皮膚の悪性黒色腫以外の皮膚がんはお支払対象となりません。

ご加入いただいているご契約によりお支払の対象が異なるため「ご契約のしおり・約款」をご確認ください。

三大疾病（がん・心疾患・脳血管疾患）になった
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三大疾病・疾病障害による保険料払込免除特則

免除の種類 該当事由

以下のいずれかに該当したとき
（1）がん給付の責任開始期＊1以後、がん給付の責任開始期前を含めて初めてがんに罹患したと診断確定＊2されたとき
（2）がん給付以外の責任開始期＊3以後に急性心筋梗塞の治療を目的とする１日以上の入院をしたとき
（3）がん給付以外の責任開始期＊3以後に急性心筋梗塞以外の心疾患の治療を目的とする10日以上の入院をしたとき
（4）がん給付以外の責任開始期＊3以後に心疾患の治療を目的とする公的医療保険制度において保険給付の対象となる医科診

療報酬点数表による手術料が算定された手術を受けたとき
（5）がん給付以外の責任開始期＊3以後に脳卒中の治療を目的とする１日以上の入院をしたとき
（6）がん給付以外の責任開始期＊3以後に脳卒中以外の脳血管疾患の治療を目的とする10日以上の入院をしたとき
（7）がん給付以外の責任開始期＊3以後に脳血管疾患の治療を目的とする公的医療保険制度において保険給付の対象となる医

科診療報酬点数表による手術料が算定された手術を受けたとき

三大疾病による
保険料払込免除

脳卒中以外
（もやもや病など）

急性心筋梗塞

上皮内がん・
皮膚の悪性黒色腫以外の

皮膚がん

悪性新生物

が
ん

心
疾
患

脳
血
管
疾
患

三大疾病・疾病障害による
保険料払込免除特則

特定疾病保障定期保険

保障範囲早見表

○
10日以上の入院または手術が必要です

○
10日以上の入院または手術が必要です

○
60日以上の労働制限の継続が必要です

○
1日以上の入院または手術が必要です

○
診断確定が必要です

○
診断確定が必要です

×

×

×

×

○
60日以上の他覚的な神経学的後遺症の

継続が必要です

○
1日以上の入院または手術が必要です

脳卒中
くも膜下出血、
脳出血、脳梗塞など

急性心筋梗塞以外
（狭心症、心房細動など）

三大疾病保障保険

○
第1回：診断確定が必要です
第2回以後：1日以上の入院が必要です

○
10日以上の入院または手術が必要です

○
10日以上の入院または手術が必要です

○
1日以上の入院または手術が必要です

○
第1回：診断確定が必要です
第2回以後：1日以上の入院が必要です

○
1日以上の入院または手術が必要です

＊1 がん給付の責任開始期は、お申込・告知・初回保険料の払込が全て完了した日を含め90日経過した日の翌日からとなります。
＊2 がんの診断確定は、医師によって病理組織学的所見（生検）によりなされることが必要です。病理組織学的所見（生検）が得られない場合には他の所見に
よる診断確定も認めることがあります。

＊3 がん給付以外の責任開始期は、お申込・告知・初回保険料の払込が完了した日からとなります。

※疾病障害による払込免除についてはP.24をご参照ください。

ご注意いただきたい内容
●被保険者が、告知以前または告知日からがん給付の責任開始期＊1の前日までにがんと診断確定されていた場合で、その診断確定の日からその日を
含めて6カ月以内に診断確定に関する書類の提出、かつ申出があったときはこの特則は無効となります。
●上皮内がん、および皮膚の悪性黒色腫以外の皮膚がんはお取扱いの対象となりません。
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就労不能障害一時金

就労不能障害年金

特定障害年金

種類 支払事由 注意事項

（1）～（4）のいずれかの状態に該当し、以後の判定日に生存
しているとき
（1）障害等級１級または２級＊1に認定されたとき（精神障害

状態A＊2に認定された場合を除く）
（2）就労不能障害状態（別表13状態１）のいずれかに該当し、

その状態が540日以上継続したと医師によって診断され
たとき

（3）就労不能障害状態（別表13状態２）のいずれかに該当した
とき

（4）高度障害状態に該当したとき

（1）～（2）のいずれかの状態に該当し、以後の判定日に生存
しているとき
（1）障害等級1級または2級＊1のうち、精神障害状態Ａ＊2に認定

されたとき
（2）特定障害状態（別表14）に該当し、その状態が540日以上

継続したと医師によって診断されたとき

（1）～（3）のいずれかの状態に該当し、以後の判定日に生存
しているとき
（1）被用者年金制度＊3に基づき、障害等級3級＊4に認定され

たとき（精神障害状態Ｂ＊5に認定された場合を除く）
（2）就労制限障害状態（別表15状態1）のいずれかに該当し、その

状態が540日以上継続したと医師によって診断されたとき
（3）就労制限障害状態（別表15状態2）のいずれかに該当し

たとき

●該当後、満了日まで支払確定となります
●判定日ごとに生存確認を要します
●支払事由に該当した場合は、以後の保険料の払込は免除と
なります
●特定障害年金、就労障害サポート年金と重複してお支払はあ
りません

●該当後、特定障害年金支払期間満了まで支払確定となります
●判定日ごとに生存確認を要します
●支払事由に該当した場合は、以後の保険料の払込は免除と
なります
●就労不能障害年金、就労障害サポート年金と重複してお支
払はありません

●該当後、満了日まで支払確定となります
●判定日ごとに生存確認を要します
●支払事由に該当した場合は、以後の保険料の払込は免除と
なります
●就労不能障害年金、特定障害年金と重複してお支払はあり
ません

該当で1回のみお支払となります

お役立ていただける保険、特約 無解約返戻金型、解約返戻金抑制型があります。

（1）～（4）のいずれかの状態に該当したとき
（1）障害等級１級または２級＊1のいずれかに認定されたとき
（精神障害状態A＊2に認定された場合を除く）

（2）就労不能障害状態（別表13状態１）のいずれかに該当し、
その状態が180日以上継続したと医師によって診断された
とき

（3）就労不能障害状態（別表13状態２）のいずれかに該当した
とき

（4）高度障害状態に該当したとき

就労障害サポート
年金

就労不能障害
一時金

就労不能障害保険（特約）、就労不能障害一時金特約

就労不能障害年金
特定障害年金

就労障害サポート年金

短期就労不能給付金
長期就労不能給付金
特定障害給付金

就労不能サポート一時金

就労不能障害保険・就労不能障害特約

就労不能障害一時金特約

就労不能状態収入保険

就労不能サポート特約

※別表13，別表14，別表15，別表17につきましてはP.20、P.21をご参照ください。
※約款所定の高度障害状態はP.23をご参照ください。

ご加入いただいているご契約によりお支払の対象が異なるため「ご契約のしおり・約款」をご確認ください。

就労不能状態になった ①
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長期就労不能
給付金

特定障害給付金

短期就労不能
給付金

種類 支払事由 注意事項

（1）～（3）のいずれかの状態（以下、就労不能状態Aといい
ます）に該当したとき（精神・神経疾患（別表17）を原因とする
ものを除く）
（1）入院または在宅療養＊6が60日以上継続したと医師に

よって診断されたとき
（2）障害等級1級または2級＊1に認定されたとき（精神障害

状態A＊2に認定された場合を除く）
（3）高度障害状態に該当したとき

長期就労不能給付金判定日に就労不能状態Aに該当したとき

精神・神経疾患（別表17）を直接の原因として、（1）～（2）の
いずれかの状態（以下、就労不能状態Bといいます）に該当した
とき
（1）入院が60日以上継続したと医師によって診断されたとき
（2）障害等級1級または2級＊1のうち、精神障害状態A＊2に認定

されたとき

就労不能サポート
一時金

（1）～（5）のいずれかの状態に該当したとき（精神・神経疾患
（別表17）を原因とするものを除く）
（1）入院または在宅療養＊6が60日以上継続したと医師によって

診断されたとき
（2）障害等級1級、2級＊1または3級＊4に認定されたとき
（3）就労制限障害状態（別表15状態１）のいずれかに該当し、その

状態が180日以上継続したと医師によって診断されたとき
（4）就労制限障害状態（別表15状態２）のいずれかに該当したとき
（5）高度障害状態に該当したとき

●第1回該当で第5回まで支払確定となります
●第6回該当で第6回から第17回まで支払確定となります
●第6回に就労不能状態Aの（1）により該当する場合は、第5
回の判定日から状態が継続している必要があります
●支払事由に該当した場合は、以後の保険料の払込は免除と
なります
●特定障害給付金と重複してお支払はありません

●短期就労不能給付金支払後、第18回該当で1年分が支払
確定となります
●以後、1年ごとに判定日に事由に該当した場合、次の1年分の
支払確定となります
●就労不能状態Aの（1）により該当する場合は、第17回の判定
日から状態が継続している必要があります
●支払事由該当時点で保険料払込免除は継続しています
●特定障害給付金と重複してお支払はありません

●第1回該当で第5回まで支払確定となります
●第6回該当で第6回から第17回まで支払確定となります
●第6回に就労不能状態Bの（1）により該当する場合は、第5回
の判定日から状態が継続している必要があります

●支払事由に該当した場合は、以後の保険料の払込は免除と
なります
●短期就労不能給付金、長期就労不能給付金と重複してお支
払はありません

該当で1回のみお支払となります

就労不能状態収入保険、就労不能サポート特約

短期就労不能給付金 長期就労不能給付金60日以上
入院または
在宅療養を
継続

特定障害給付金60日以上
入院を
継続

精神・神経疾患 支払った回数を通算して
17回がお支払限度となります。

第1回目～5回目
第6回目～17回目 第18回目以降（満了まで）
当社所定の就労不能状態が継続していると診断されたときまたは

＊1　障害等級1級または2級とは、国民年金法施行令第4条の6別表に定め
る障害等級1級または2級の状態をいいます

＊2　精神障害状態Ａとは、国民年金法に基づく障害等級1級の第10号また
は2級の第16号に定められた状態をいいます

＊3　被用者年金制度とは、次のいずれかの法律に基づく年金制度をいいます
(1)厚生年金保険法／（2）国家公務員共済組合法／（3）地方公務員等
共済組合法／（4）私立学校教職員共済法

＊4　障害等級3級とは、次のいずれかに定める障害等級3級の状態をいいます
(1)厚生年金保険法施行令第3条の8別表第1／（2）国家公務員共済

組合法施行令第11条の7の6別表第1／（3）地方公務員等共済組合法
施行令第25条の8別表第1／（4）私立学校教職員共済法施行令第7条

＊5　精神障害状態Ｂとは、被用者年金制度に基づく障害等級3級の第13号
に定められた状態をいいます

＊6　在宅療養とは、医師による治療が必要であるため、医師の指示（公的医
療保険制度に基づく医科診療報酬点数表によって在宅患者診療・指導
料（往診料および救急搬送診療料を除く）の算定対象として列挙されて
いる診療行為等）に基づき、日本国内の自宅等（病院または診療所以
外の施設を含む）において治療に専念することをいいます

お支払の一例 短期（長期）就労不能給付金と特定障害給付金は重複してお支払いできません。

病気・ケガ
精神・神経疾患

以外
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【別表13】　就労不能障害状態 （約款抜粋）

１．所定の疾患等
による障害

２．眼の障害

状態1 状態2

つぎの疾患または身体の機能の障害により、日常生活が著しい
制限を受けるか、もしくは日常生活に著しい制限を加えること
を必要とする状態に該当したもの
（a）呼吸器疾患　（b）心疾患　（c）腎疾患　（d）肝疾患
（e）血液・造血器疾患　（f）悪性新生物　（g）高血圧

両眼の視力に日常生活が著しい制限を受けるか、もしくは日常生
活に著しい制限を加えることを必要とする状態に該当したもの

つぎのいずれかの状態に該当したもの
●心臓移植を受けたもの
●人工心臓を装着したもの
●CRT（心臓再同期医療機器）またはCRT-D（除細動器機能
付き心臓再同期医療機器）を装着したもの
●永続的な人工透析療法を受けたもの
●人工肛門を永久的に造設し、かつ、人工ぼうこうを永久的に
造設もしくは尿路変更術を受けたもの
●人工肛門を永久的に造設し、かつ、完全排尿障害（カテーテル
留置または自己導尿の常時施行を必要とする）状態にあるもの

つぎのいずれかの状態に該当したもの
●両上肢のおや指を欠き、かつ、両上肢のひとさし指または
中指を欠くもの
●1上肢のすべての指を欠くもの
●両下肢のすべての指を欠くもの
●1下肢を足関節以上で欠くもの

３．耳の障害 両耳の聴力に日常生活が著しい制限を受けるか、もしくは日常生
活に著しい制限を加えることを必要とする状態に該当したもの

４．平衡機能の障害 平衡機能に日常生活が著しい制限を受けるか、もしくは日常生
活に著しい制限を加えることを必要とする状態に該当したもの

体幹の機能に日常生活が著しい制限を受けるか、もしくは日常生
活に著しい制限を加えることを必要とする状態に該当したもの

５．そしゃく機能の
障害

そしゃく・嚥下の機能に日常生活が著しい制限を受けるか、もし
くは日常生活に著しい制限を加えることを必要とする状態に
該当したもの

６．言語機能の障害

７．上・下肢の障害

８．体幹の障害

音声または言語機能に日常生活が著しい制限を受けるか、もし
くは日常生活に著しい制限を加えることを必要とする状態に該
当したもの

喉頭全摘出手術を施した結果、言語機能を喪失したもの

つぎのいずれかにより、日常生活が著しい制限を受けるか、もしくは
日常生活に著しい制限を加えることを必要とする状態に該当したもの
●1上肢の機能に著しい障害を有するもの
●1上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するもの
●両上肢のおや指の機能に著しい障害を有し、かつ、両上肢
のひとさし指または中指の機能に著しい障害を有するもの

●1下肢の機能に著しい障害を有するもの
●両上肢の機能もしくは両下肢の機能に相当程度の障害を有
するもの、または、1上肢および1下肢の機能に相当程度の
障害を有するもの
●四肢の機能に障害を有するもの

就労不能状態になった ②
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【別表14】　特定障害状態（約款抜粋）

精神の障害 精神の障害であって、日常生活が著しい制限を受けるか、もしくは日常生活に著しい制限を加えることを必要とする状態に
該当したもの

精神障害状態区分

ア　精神障害（病的体験・残遺症状・認知症・性格変化等）を
認めるが、社会生活は普通にできるもの

イ　精神障害を認め、家庭内での日常生活は普通にできる
が、社会生活には、援助が必要であるもの

ウ　精神障害を認め、家庭内での単純な日常生活はできる

が、時に応じて援助が必要であるもの
エ　精神障害を認め、日常生活における身のまわりのことも、

多くの援助が必要であるもの
オ　精神障害を認め、身のまわりのこともほとんどできない

ため、常時の援助が必要であるもの

特定障害状態

（a）統合失調症、統合失調症型障害および妄想性障害並びに
気分(感情)障害
①統合失調症、統合失調症型障害または妄想性障害による
ものにあっては、医師により医学的に必要であると証明
された入院による治療を行ったかまたは行っているにも
かかわらず、残遺状態または病状があるため人格変化、
思考障害、その他もう想・幻覚等の異常体験があるため、
精神障害状態区分のエまたはオに該当するもの
②気分(感情)障害によるものにあっては、医師により医学的
に必要であると証明された入院による治療を行ったかま
たは行っているにもかかわらず、気分、意欲・行動の障害
および思考障害の病相期があり、かつ、これが持続したり
またはひんぱんに繰り返したりするため、精神障害状態
区分のエまたはオに該当するもの

（b）症状性を含む器質性精神障害
医師により医学的に必要であると証明された入院による
治療を行ったかまたは行っているにもかかわらず、認知

障害、人格変化、その他の精神神経症状が著明なため、
精神障害状態区分のエまたはオに該当するもの

（c）てんかん
つぎの①または②のいずれかに該当するもの
①医師による必要な治療を行っているにもかかわらず、
てんかん性発作のⅰまたはⅱが年に2回以上あり、かつ、
精神障害状態区分のエまたはオに該当するもの
②医師による必要な治療を行っているにもかかわらず、
てんかん性発作のⅲまたはⅳが月に1回以上あり、かつ、
精神障害状態区分のエまたはオに該当するもの

[てんかん性発作]
ⅰ 意識障害を呈し、状況にそぐわない行為を示す発作
ⅱ 意識障害の有無を問わず、転倒する発作
ⅲ 意識を失い、行為が途絶するが、倒れない発作
ⅳ 意識障害はないが、随時運動が失われる発作

【別表15】　就労制限障害状態（約款抜粋）

１．所定の疾患等
による障害

２．眼の障害

状態1 状態2

つぎの疾患または身体の機能の障害により、労働が著しい
制限を受けるか、もしくは労働に著しい制限を加えることを
必要とする状態に該当したもの
（a）呼吸器疾患　（b）心疾患　（c）腎疾患　（d）肝疾患
（e）血液・造血器疾患　（f）悪性新生物　（g）高血圧

両眼の視力に労働が著しい制限を受けるか、もしくは労働に
著しい制限を加えることを必要とする状態に該当したもの

つぎのいずれかの状態に該当したもの
●人工弁を装着したもの
●心臓ペースメーカーを装着したもの
●ICD（植込型除細動器）を装着したもの
●人工肛門または人工ぼうこうを永久的に造設もしくは尿路
変更術を受けたもの

つぎのいずれかの状態に該当したもの
●1上肢のおや指およびひとさし指を失ったもの、またはおや
指もしくはひとさし指を併せ1上肢の3指以上を失ったもの
●1上肢の3大関節中1関節以上に人工骨頭または人工関節を
そう入置換したもの
●1下肢の3大関節中1関節以上に人工骨頭または人工関節を
そう入置換したもの

【別表17】　対象となる精神・神経疾患（約款抜粋）

３．耳の障害 両耳の聴力に労働が著しい制限を受けるか、もしくは労働に
著しい制限を加えることを必要とする状態に該当したもの

４．平衡機能の障害 平衡機能に労働が著しい制限を受けるか、もしくは労働に
著しい制限を加えることを必要とする状態に該当したもの

脊柱の機能に労働が著しい制限を受けるか、もしくは労働に
著しい制限を加えることを必要とする状態に該当したもの

５．そしゃく機能の障害 そしゃく・嚥下の機能に労働が著しい制限を受けるか、もしくは労
働に著しい制限を加えることを必要とする状態に該当したもの

６．言語機能の障害

７．上・下肢の障害

８．脊柱の障害

音声または言語機能に労働が著しい制限を受けるか、もしくは労
働に著しい制限を加えることを必要とする状態に該当したもの

つぎのいずれかにより、労働が著しい制限を受けるか、もしくは
労働に著しい制限を加えることを必要とする状態に該当したもの
●1上肢の3大関節のうち、2関節の用を廃したもの
●長管状骨に偽関節を残し、運動機能に著しい障害を残すもの
●おや指およびひとさし指を併せ1上肢の4指の用を廃したもの
●1下肢の3大関節のうち、2関節の用を廃したもの
●1下肢をリスフラン関節以上で失ったもの
●1下肢の機能に相当程度の障害を残すもの
●両下肢の10趾の用を廃したもの
●1上肢および1下肢に機能障害を残すもの

分類項目
症状性を含む器質性精神障害
精神作用物質使用による精神及び行動の障害（ただし、薬物依存を除きます。）
統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害
気分[感情]障害
神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害
生理的障害及び身体的要因に関連した行動症候群
成人の人格及び行動の障害

知的障害＜精神遅滞＞
心理的発達の障害
小児＜児童＞期及び青年期に通常発症する行動及び情緒の障害
詳細不明の精神障害
てんかん
てんかん重積（状態）
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⎛　　　　　　　⎞
⎝　　　　　　　⎠

⎛　　　　　　　　　⎞
⎝　　　　　　　　　⎠

介護給付金

介護年金 介護保障保険、終身介護保険、介護終身保険（認知症加算型）、米国ドル建介護終身保険（認知症加算型）、
介護前払特約（ナーシングケア特約）、介護割増年金移行特約

介護保障保険

介護終身保険（認知症加算型）、米国ドル建介護終身保険（認知症加算型）
介護一時金保険

認知症加算年金
介護一時金

平準定期保険（重度介護保障型）重度介護保険金
介護定期保険（生活障害保障型）介護保険金

お役立ていただける保険、特約

介護保障保険

終身介護保険

介護前払特約
（ナーシングケア特約）

平準定期保険
（重度介護保障型）

介護定期保険
（生活障害保障型）

介護終身保険
（認知症加算型）
米国ドル建介護終身保険
（認知症加算型）

種類・名称 支払事由 介護年金支払時の
保険料払込免除

介護給付金
介護年金

介護年金

重度介護保険金

介護保険金

介護年金
認知症加算年金

介護年金
主契約の保険金額を
一部減額して支払

「被保険者年齢満65歳以上」かつ「要介護4＊1」または「要介護5＊1」かつ
「主契約の保険料払込期間満了後」のとき

「要介護4＊1」または「要介護5＊1」のとき

「要介護3＊1」以上のとき

〈被保険者年齢65歳以上〉
要介護2＊1以上のとき

〈被保険者年齢65歳未満〉
「要介護2＊1以上」または
「要介護状態＊3が180日
以上継続」したとき

介護年金の支払事由
に該当し、重度の認知
症＊4に該当したとき

〈被保険者年齢65歳以上〉
要介護2＊1以上のとき

〈被保険者年齢65歳未満〉
「要介護2＊1以上」または「要介護状態＊3が

180日以上継続」したとき

介護割増年金
移行特約

介護年金
主契約の解約返戻金の
全部または一部を支払

〈被保険者年齢65歳以上〉
要介護2＊1以上のとき

〈被保険者年齢40歳以上65歳未満〉
「要介護2＊1以上」または「要介護状態＊3が

180日以上継続」したとき

「要介護3＊1以上」または「要介護状態＊2が180日以上継続」したとき

あり
介護年金の支払事由
に該当しなくなり、介護
年金などが支払われな
くなった場合は保険料
払込は再開

あり
介護年金の支払事由
に該当しなくなり、介護
年金が支払われなく
なった場合も保険料
払込免除は継続

なし

＊1 要介護とは、公的介護保険制度による要介護認定または要介護更新認定
のことをいいます。

＊2 要介護状態とは、以下のいずれかに該当した状態をいいます。
（１）常時寝たきり状態で、次の①～⑤のうち2項目以上に該当して、他人の介

護を要する状態
①ベッド周辺の歩行が自分ではできない
②衣服の着脱が自分ではできない
③入浴が自分ではできない
④食物の摂取が自分ではできない
⑤大小便の排泄後の拭き取り始末が自分ではできない

（2）器質性認知症と診断確定され、意識障害のない状態において見当識障害
があり、かつ、他人の介護を要する状態

＊3 要介護状態とは、以下のいずれかに該当した状態をいいます。
（1）①歩行または②寝返りのいずれかが【全部介助または一部介助の状

態】に該当し、かつ③入浴、④排泄、⑤食事の摂取、⑥衣服の着脱のうち、
【１項目が全部介助で１項目が全部介助または一部介助の状態】または
【３項目が全部介助または一部介助の状態】に該当して、他人の介護を
要する状態

（2）器質性認知症と診断確定され、意識障害のない状態において見当識障
害があり、かつ、他人の介護を要する状態

＊4 重度の認知症とは、次の全てに該当する場合をいいます。
①器質性認知症と診断確定されていること
②意識障害のない状態において見当識障害があること
③「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」に基づく対象者の認知症
の程度が「Ⅲ」、「Ⅳ」または「Ｍ」のいずれかであると判定されていること

介護年金 認知症加算年金

ご加入いただいているご契約によりお支払の対象が異なるため「ご契約のしおり・約款」をご確認ください。

介護一時金保険 介護一時金 〈被保険者年齢65歳以上〉
要介護2＊1以上のとき

〈被保険者年齢65歳未満〉
「要介護2＊1以上」または「要介護状態＊3が

180日以上継続」したとき

介護が必要な状態になった
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責任開始期以後に発生した傷害または発病した疾病を直接の原因として約款所定の「高度障害状態」になり、回復の見込が
ないとき、高度障害保険金をお支払いします。免責事由は「ご契約のしおり・約款」をご確認ください。

ご注意いただきたい内容
●高度障害保険金をお支払いした場合には、死亡保険金を重複してお支払いしません。

＊終身常に介護を要するとは、以下の状態をいいます。
終身常に介護を要する状態の「食物の摂取」、「排便・排尿・その後の後始末」、および「衣服着脱」、「起居」、「歩行」、「入浴」については、次のいずれも自分ではで
きず、常に他人の介護を要し回復の見込がない場合で以下の状態をいいます。1つでも自分でできるのであれば、原則として高度障害状態には該当しま
せん。

●「食物の摂取が自分ではできない」状態とは
手づかみ、または箸、スプーン、フォークなどいずれの食器を使用しても、
食物を口まで運ぶことが自力ではできない状態のことをいいます。
●「排便・排尿が自分ではできない」状態とは
洋式便器を基準とし、大小便の排泄が自分ではできない状態をいいま
す。トイレまで行くことや便座に座ること、ズボン・下着の着脱は含まれ
ません。
●「（排便・排尿の）その後の後始末が自分ではできない」状態とは
大便または小便を排泄した後に、身体の汚れた部分をトイレットペーパー
などで拭うことが自力ではできない状態をいいます。
●「衣服着脱が自分ではできない」状態とは
ボタン・ファスナーのない衣服（Tシャツやトレーナーなど）を着たり脱いだ
りすることが自力ではできない状態をいいます。

●「起居が自分ではできない」状態とは
横になった状態から起きあがって座位を保つことが自力ではできない状
態をいいます。
●「歩行が自分ではできない」状態とは
他人の介助がなければ、自力で歩けない状態をいいます。杖や手すりなど
を利用すれば歩行できる場合には、｢歩行が自分ではできない｣状態には
該当しません。
●「入浴が自分ではできない」状態とは
浴槽に入ったり出たりすることが自力ではできない状態をいいます。手
すりなどを利用して浴槽に入ったり出たりすることができ、他人の介助を
必要としない状態は、｢入浴が自分ではできない｣状態には該当しません。

１．両眼の視力を全く永久に失ったもの
２．言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの 喉頭がんで喉頭の全摘出手術を受けた

３．中枢神経系、精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、
終身常に介護を要する＊もの 脳梗塞で寝たきりとなり、終身常に他人の介護を要する状態となった

４．両上肢とも、手関節以上で失ったか、またはその用を全く
永久に失ったもの 交通事故で両腕が全く動かなくなった

５．両下肢とも、足関節以上で失ったか、またはその用を全く
永久に失ったもの 凍傷で両脚とも膝から先を切断した

６．1上肢を手関節以上で失い、かつ、1下肢を足関節以上で失った
か、またはその用を全く永久に失ったもの 勤務中の事故で器具に挟まれ右腕と右脚を切断した

７．1上肢の用を全く永久に失い、かつ、1下肢を足関節以上で失っ
たもの 交通事故で左腕が全く動かせなくなり、右脚を失った

緑内障で両眼が全く見えなくなった

高度障害状態 該当となる具体例

上肢
（腕）

上
肢（
腕
）の

3
大
関
節

下
肢（
足
）の

3
大
関
節

下肢
（足）

肩関節
肘関節
手関節

股関節
膝関節
足関節

手指 足指 上肢・下肢

第2指（人差し指）

第1指（親指）

第1指（親指）

第1関節
（指節間関節）

第2関節
（中手指節関節）

第1関節
（指節間関節）

第2関節
（中足指節関節）

第2関節
（近位指節間関節）

第1関節
（遠位指節間関節）

第3関節
（中手指節関節）

第2関節
（近位指節間関節）

第1関節
（遠位指節間関節）

第3関節
（中足指節関節）

高度障害保険金

高度障害状態になった



24

責任開始期以後に発生した不慮の事故を直接の原因として事故日からその日を含めて180日以内に約款所定の身体障害の状態に
該当し、回復の見込がない場合、保険料の払込が免除になります。免責事由は「ご契約のしおり・約款」をご確認ください。

１．1眼の視力を全く永久に失ったもの

２．両耳の聴力を全く永久に失ったもの 若年性難聴により両耳が聞こえなくなった

３．1上肢を手関節以上で失ったか、または1上肢の用もしくは1上
肢の3大関節中の2関節の用を全く永久に失ったもの 交通事故で片腕の肘から下を切断した

４．1下肢を足関節以上で失ったか、または1下肢の用もしくは1下
肢の3大関節中の2関節の用を全く永久に失ったもの 加齢により片脚の膝関節と股関節のいずれも人工関節の置換手術を受けた

６．1手の5手指を失ったか、または第1指（親指）および第2指（人
差し指）を含んで4手指を失ったもの 勤務中の事故で片手の指5本のうち、小指を除く4本を根元から切断した

９．呼吸器の機能に著しい障害を永久に残し、酸素療法を受けた
もの

肺炎により呼吸器の機能に著しい障害が永久に残り180日以上酸素療法を
継続して受けた

５．10手指の用を全く永久に失ったもの 事故で10本の手指を根元から切断した

７．10足指を失ったもの 凍傷により10本の足指を根元から切断した

眼の悪性腫瘍で片方の眼球を摘出した

身体障害の状態 該当となる具体例

８．脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの 転倒により頸椎が完全に硬直し、自力で動かせない

１０．恒久的心臓ペースメーカーを装着したもの 心不全により恒久的な心臓ペースメーカーの植込み手術を受けた

１１．心臓に人工弁を置換したもの 僧帽弁閉鎖不全症により心臓の弁置換術を受けた

１２．腎臓の機能を全く永久に失い、人工透析療法または腎移植を
受けたもの 腎臓病により腎臓の機能を全く永久に失い、腎移植術を受けた

１３．ぼうこうを全摘出し、かつ、人工ぼうこうを造設もしくは尿路
変更術を受けたもの 膀胱がんにより膀胱を全摘出し、尿路変更術を受けた

１４．直腸を切断し、かつ、人工肛門を造設したもの 直腸がんで、直腸切断および肛門を一塊として摘出し、永久的な人工肛門
造設術を受けた

不慮の事故による保険料の払込免除

責任開始期以後に発病した疾病を原因として約款所定の身体障害の状態に該当し、回復の見込がない場合、保険料の払込が免除に
なります。免責事由は「ご契約のしおり・約款」をご確認ください。

疾病障害による保険料の払込免除

疾病障害による
保険料の払込免除

疾病障害による保険料払込免除特約
三大疾病・疾病障害による保険料払込免除特則

お役立ていただける特約、特則

身体障害状態になった
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障害給付金
傷害保険
傷害特約

お役立ていただける保険、特約

第１級

等級 給付割合 身体障害 該当となる具体例
（災害保険金額：100万円 加入の場合）

①両眼の視力を全く永久に失ったもの
②言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの
③中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し､終身常に介護を要するもの
④両上肢とも、手関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に失ったもの
⑤両下肢とも、足関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に失ったもの
⑥1上肢を手関節以上で失い､かつ、1下肢を足関節以上で失ったかまたはその用を
全く永久に失ったもの
⑦1上肢の用を全く永久に失い､かつ、1下肢を足関節以上で失ったもの

交通事故により両眼の視力を
全く永久に失った

（100万円×100％＝100万円）
100％

第２級

⑧1上肢および1下肢の用を全く永久に失ったもの
⑨１０手指を失ったか、その用を全く永久に失ったもの
⑩1肢に第３級の１３から１５までのいずれかの身体障害を生じ、かつ、他の1肢に第３級の
１３から１５までまたは第４級の２１から２５までのいずれかの身体障害を生じたもの
⑪両耳の聴力を全く永久に失ったもの

業務中の事故で10手指を切断した
（100万円×70％＝70万円）70％

第３級

⑫1眼の視力を全く永久に失ったもの
⑬1上肢を手関節以上で失ったかまたは1上肢の用もしくは1上肢の３大関節中の２
関節の用を全く永久に失ったもの
⑭1下肢を足関節以上で失ったかまたは1下肢の用もしくは1下肢の３大関節中の２
関節の用を全く永久に失ったもの
⑮1手の５手指を失ったかまたは第１指（親指）および第２指（人差し指）を含んで４手指を
失ったもの
⑯１０足指を失ったもの
⑰脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの

交通事故で10足指を切断した
（100万円×50％＝50万円）50％

第４級

⑱両眼の視力にそれぞれ著しい障害を永久に残すもの
⑲言語またはそしゃくの機能に著しい障害を永久に残すもの
⑳中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に日常生活動作が
著しく制限されるもの
1上肢の３大関節中の１関節の用を全く永久に失ったもの
1下肢の３大関節中の１関節の用を全く永久に失ったもの
1下肢が永久に５センチ以上短縮したもの
1手の第１指（親指）および第２指（人差し指）を失ったかまたは第１指（親指）および第２
指（人差し指）のうち少なくとも１手指を含んで３手指以上を失ったもの
1手の５手指の用を全く永久に失ったかまたは第１指（親指）および第２指（人差し指）
を含んで３手指以上の用を全く永久に失ったもの
　１０足指の用を全く永久に失ったもの
1足の５足指を失ったもの

転倒し、膝関節に人工関節を
挿入置換する手術を受けた
（100万円×30％＝30万円）

30％

第５級

1上肢の３大関節中の２関節の機能に著しい障害を永久に残すもの
1下肢の３大関節中の２関節の機能に著しい障害を永久に残すもの
1手の第１指（親指）もしくは第２指（人差し指）を失ったか、第１指（親指）もしくは第２指
（人差し指）を含んで２手指を失ったかまたは第１指（親指）および第２指（人差し指）以
外の３手指を失ったもの
1手の第１指（親指）および第２指（人差し指）の用を全く永久に失ったもの
1足の５足指の用を全く永久に失ったもの
　両耳の聴力に著しい障害を永久に残すもの
1耳の聴力を全く永久に失ったもの
　鼻を欠損し、かつ、その機能に著しい障害を永久に残すもの
　脊柱（頸椎を除く）に運動障害を永久に残すもの

勤務中の事故で親指を切断した
（100万円×15％＝15万円）15％

第６級

1上肢の３大関節中の１関節の機能に著しい障害を永久に残すもの
1下肢の３大関節中の１関節の機能に著しい障害を永久に残すもの
1下肢が永久に３センチ以上短縮したもの
1手の第１指（親指）もしくは第２指（人差し指）の用を全く永久に失ったか、第１指（親指）も
しくは第２指（人差し指）を含んで２手指以上の用を全く永久に失ったかまたは第１指（親指）
および第２指（人差し指）以外の２手指もしくは３手指の用を全く永久に失ったもの
1手の第１指（親指）および第２指（人差し指）以外の１手指または２手指を失ったもの
1足の第１指（親指）または他の４足指を失ったもの
1足の第１指（親指）を含んで３足指以上の用を全く永久に失ったもの

交通事故で膝関節の可動範囲が
生理的運動範囲の1/2以下で、

回復の見込がない
（100万円×10％＝10万円）

10％

傷害保険、傷害特約
責任開始期以後に発生した不慮の事故を直接の原因としてその事故の日からその日を含めて180日以内に約款所定の身体障害の状態に
該当したとき、災害保険金額に障害給付割合を乗じた金額をお支払いします。免責事由は「ご契約のしおり・約款」をご確認ください。

21
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37
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40

41
42
43
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ご注意いただきたい内容
●リビング・ニーズ特約による保険金のご請求はそれぞれの保険・特約期間満了時の12カ月以上前であることが必要です。
●主契約の保険金額が全て本特約保険金としてお支払いされた場合、付加されている各医療関係特約は消滅します。
　（お支払保険金額が一部のみの場合には各医療関係特約は継続します）

被保険者の余命が6カ月以内＊1と判断される場合、当社の定める範囲内で死亡保険金の一部または全部を被保険者に
お支払いします。

リビング・ニーズ特約

＊1 余命が6カ月以内とは
請求時点で日本国内において一般的に行われる治療を可能な限り行ったとして得られる余命期間が6カ月以内のことを
いいます。
余命期間の判断にあたっては、診断を行った主治医の見解を尊重し、当社の医師の見解（場合によっては社外医師の
セカンドオピニオン）も含めて慎重に判断します。

ご注意いただきたい内容
●原則、各特約の入院給付金と通算してお支払限度日数までお支払いします。
　ただし、がん入院給付金、三大疾病継続入院給付金については、退院日翌日から180日分がお支払限度となります。

被保険者が、次の全てを満たす場合は、退院後も継続して病院または診療所に入院しているものとみなして、入院給付金を
お支払いします。
　（1）退院時に、余命6カ月以内＊1と判断されていること
　（2）退院後も、病院または診療所以外において、不慮の事故または疾病から生じる各種の症状を緩和することを目的として、

医師の計画的な医学管理のもとで、総合的に提供される医療を継続して受けていること

在宅ホスピスケア＊2によるみなし入院給付金

＊2 在宅ホスピスケアとは、一般的に以下のような状況をいいます。
●余命が限られた患者の希望を尊重し、自宅もしくは介護・療養施設にて緩和ケアを行うことをいいます。
●緩和ケアとは、積極的な延命治療（治療効果のあるもの）を行わずに、自宅もしくは介護・療養施設にて療養しながら、
傷病を原因とした疼痛等の症状の緩和、コントロールを目的とした治療、またはその他医療サービスを医師もしくは
看護師から定期的に受けること（点滴、注射等による鎮痛剤投与、栄養剤投与など）をいいます。

余命が6カ月以内と診断された
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責任開始期以後にお亡くなりになった場合、死亡保険金をお支払いします。
ただし以下の免責事由に該当した場合はお支払対象となりません。
　（1）責任開始期から当社所定の期間内での自殺
　（2）保険契約者または死亡保険金受取人の故意による致死

死亡保険金

※上記免責事由（1）に該当する場合であっても自殺に際して心神喪失またはこれと同程度の著しい精神障害があり、自己の生命を絶つ認識がなかったと認め
られるときは死亡保険金をお支払いできる場合もあります。詳細は、担当ライフプランナーまたはカスタマーサービスセンターまでお問合せください。

責任開始期以後に不慮の事故、もしくは当社所定の感染症によりお亡くなりになった場合、災害死亡保険金を
お支払いします。ただし以下の免責事由に該当した場合はお支払対象となりません。
（1）保険契約者または被保険者の故意または重大な過失
（2）災害死亡保険金の受取人の故意または重大な過失
（3）被保険者の犯罪行為
（4）被保険者の精神障害を原因とする事故
（5）被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
（6）被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事故
（7）被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている間に生じた事故

災害死亡保険金

ご加入の保険種類によっては、死亡給付金がお支払いできる場合がありますので、「ご契約のしおり・約款」をご確認いただく
か、担当ライフプランナーまたはカスタマーサービスセンターまでお問合せください。ただし、責任開始期から当社所定の
期間内での自殺および保険契約者または死亡給付金受取人の故意による致死はお支払対象となりません。

死亡給付金

不慮の事故

災害死亡保険金
災害死亡給付特約
傷害保険・傷害特約

お役立ていただける保険、特約

お亡くなりになった
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以下支払事由や取扱事由に該当する場合、保険金・給付金のお支払や保険料払込免除などのお取扱いの対象となります。
ただし、ご加入時期や保険種類、特約により支払事由などが異なる場合があります。また、免責事由に該当した場合にはお支払やお取扱いができないことが
ございます。
以下に記載のない保険種類や詳細につきましては、担当ライフプランナーまたはカスタマーサービスセンターへお問合せください。
※約款所定の高度障害状態はP.23に詳細を記載しています。
※約款所定の身体障害の状態はP.24の表内1～8に詳細を記載しています。

責任開始期以後に発病した疾病を直接の原因として８日以上継続して入院したとき

責任開始期以後に発生した不慮の事故による傷害を直接の原因として事故の日からその日を含めて180日以内に入院を
開始し、5日以上入院したとき

約款所定の手術を受けたとき

責任開始期以後に発生した傷害または疾病によって約款所定の高度障害状態に該当したとき

死亡したとき

責任開始期以後に発生した不慮の事故による傷害を直接の原因として、その事故の日から180日以内の保険料払込期間中に
約款所定の身体障害の状態に該当したとき

疾病入院給付金
支払事由給付名称

医療保険　<証券番号650、651から始まるご契約>

災害入院給付金

手術給付金
高度障害保険金
死亡保険金

保険料の払込の免除

入院一時金特則を
付加された場合

支払事由給付名称
責任開始期以後に発病した疾病、または発生した傷害を直接の原因として次のいずれにも該当した場合
①重度介護状態＊に該当し、重度介護状態と診断確定された最初の日からその日を含めて180日以上重度介護状態が継続し
たとき
②その重度介護状態が継続している間に診断確定日の半年ごとの応当日が到来したとき
③その重度介護状態が今後も継続するものと認められるとき

死亡したとき

責任開始期以後に発生した傷害または疾病によって重度介護状態に該当し介護給付金が支払われるとき
責任開始期以後に発生した傷害または疾病によって保険料払込期間中に約款所定の高度障害状態に該当したとき
責任開始期以後に発生した不慮の事故を直接の原因として、その事故の日から180日以内の保険料払込期間中に約款所定
の身体障害の状態に該当したとき

介護給付金

介護保険　＜証券番号630、631から始まるご契約＞

死亡給付金

保険料の払込の免除

責任開始期以後に初めて診断確定されたガンの治療を直接の目的として入院をしたとき

責任開始期以後に初めて診断確定されたガンの治療を直接の目的として、約款所定の手術を受けたとき

入院給付金の支払事由に該当する入院を20日以上継続した後、自宅で療養するために退院したとき

ガン以外の事由によって死亡したとき

責任開始期以後に初めて診断確定されたガンを直接の原因として死亡したとき

責任開始期以後に初めて診断確定されたガンを直接の原因として約款所定の高度障害状態に該当したとき

入院給付金
支払事由給付名称

ガン保険　＜証券番号611、613から始まるご契約＞

手術給付金
自宅療養給付金
死亡見舞金
死亡給付金
高度障害給付金

保険料の払込の免除 ガン以外の事由によって保険料払込期間中に約款所定の高度障害状態に該当したとき、または不慮の事故による傷害を直
接の原因として、その事故の日から180日以内の保険料払込期間中に約款所定の身体障害の状態に該当したとき

入院一時金
責任開始期以後に初めて診断確定されたガンによる入院を開始したとき（※保険期間中1回のみ）

＊重度介護状態とは、日常生活において常時寝たきりの状態であり、日常生活動作が次の①に該当し、かつ、②または③のいずれかに該当して、他人の介護を
要する状態をいいます。
①ベッド周辺の歩行、衣類の着脱および入浴のいずれもが自分ではできない
②食器類・食物を選定・工夫しても、目の前に用意された食物を自分では摂取できない
③大小便の排泄後のふきとり始末が自分ではできない

あおば生命のご契約にご加入のお客さま
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支払事由給付名称

支払事由給付名称

＊労働の制限を必要とする状態とは、軽い家事等の軽労働や事務等の座業はできるが、それ以上の活動では制限を必要とする状態をいいます。

1987年4月1日以前の契約

1987年4月2日以降の契約

1981年10月2日以降の契約

責任開始期以後に発病した成人病の治療を直接の目的として5日以上継続して入院したとき

責任開始期以後に発病した成人病の治療を直接の目的として20日以上継続して入院したとき

責任開始期以後に発病した成人病の治療を直接の目的として手術を受けたとき

成人病で30日以上継続して入院し退院した場合で、その入院に対し入院給付金が支払われ、かつ退院後も安静の必要がある
とき

入院給付金

成人病＊1特約

手術・通院に関する給付金はございません。（新）女性特定疾病＊2医療特約

医療特約

手術給付金

責任開始期以後に発病した女性特定疾病を直接の原因として8日以上継続して入院したとき入院給付金
（女性疾病特約）

責任開始期以後に発病した女性特定疾病を直接の原因として5日以上継続して入院したとき入院給付金
（新女性疾病特約）

自宅療養給付金

主契約（医療保険）の入院給付金の支払事由に該当する入院の退院日の翌日以後120日以内の期間に通院したとき
（※30日限度）

（新）通院給付特約

通院給付金

死亡したとき

終身保険他

死亡保険金
責任開始期以後に発生した傷害または疾病によって約款所定の高度障害状態に該当したとき高度障害保険金
責任開始期以後に発生した不慮の事故による傷害を直接の原因として、その事故の日から180日以内の保険料払込期間中に
約款所定の身体障害の状態に該当したとき保険料の払込の免除

①責任開始期以後に初めて悪性新生物に罹患したと医師によって診断確定されたとき
②責任開始期以後の疾病を原因として、次のいずれかの状態に該当したとき
1）急性心筋梗塞を発病し、その疾病により初めて医師の診療を受けた日からその日を含めて60日以上、労働の制限を必要
とする状態＊が継続したと医師によって診断されたとき

2）脳卒中を発病し、その疾病により初めて医師の診療を受けた日からその日を含めて60日以上、言語障害、運動失調、麻痺
等の他覚的な神経学的後遺症が継続したと医師によって診断されたとき

責任開始期以後に発生した傷害または疾病によって約款所定の高度障害状態に該当したとき

責任開始期以後に発生した不慮の事故による傷害を直接の原因として、その事故の日から180日以内の保険料払込期間中に
約款所定の身体障害の状態に該当したとき

特定疾病保険金

特定疾病保障定期保険　＜証券番号660、160から始まるご契約＞

高度障害保険金

保険料の払込の免除

死亡保険金 死亡したとき

＊1 成人病の種類は、以下の疾患をいいます。
悪性新生物/糖尿病/心疾患/高血圧性疾患/脳血管疾患

＊2 女性特定疾病の種類は、以下の疾患をいいます。
悪性新生物/乳房および女性性器の疾患/妊娠、分娩および産褥の合併症/乳房または女性性器の良性新生物または性質不詳の新生物/貧血/甲状腺の
疾患/卵巣機能障害/リウマチ

支払事由給付名称
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●主契約の被保険者の戸籍上の配偶者
●主契約の被保険者の直系血族
●主契約の被保険者の3親等内の親族
●主契約の被保険者と同居されているか、
　または生計を一にされている、主契約の死亡保険金など受取人
●主契約の被保険者のために保険金などを
　請求すべき相当な関係があると会社が認めた者

被保険者の方が受取人となられている保険金・給付金など

●リビング・ニーズ特約の保険金
●高度障害保険金・高度障害年金
●入院給付金、手術給付金、介護給付金
●介護年金
●保険料の払込免除（契約者と被保険者が同一の場合）

＜例＞

＊1 この特約の対象となる内容

事故や病気などで寝たきり状態となり、受取人で
ある被保険者ご本人が意思表示できない場合

「がん」などにより余命6カ月以内であることを
医師から被保険者ご本人に告知されず、ご家族
のみが知っている場合

高度障害保険金、入院給付金などを、
指定代理請求人からご請求いただけ
ます

リビング・ニーズ特約の保険金、がん
入院給付金などを指定代理請求人
からご請求いただけます

保険金・給付金＊1のうち、受取人が請求できない特別な事情がある場合、指定代理請求人＊2が、受取人に代わってその保険金・給付金を
請求することができます。
※お申込には当社所定のお手続きが必要となります。

対象・条件など

＜受取人が請求できない特別な事情の例＞

＊2 指定代理請求人にご指定いただける方の範囲

※指定代理請求人は、ご契約者が被保険者の同意を
得てあらかじめご指定していただきます。

指定代理請求特約について
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事実の確認とは

事実の確認を行う主な事例

事実の確認についての一般的な流れ

●ご加入後、2年以内に保険金・給付金などのご請求をいただき、責任開始期前のご発病、受診の可能性がある場合

●保険金・給付金などのご請求時に提出いただいた書類の内容を確認する必要がある場合

今回ご請求いただいたご契約以外に、加入後2年以内のご契約がある場合も含みます。

診断書に一部未記入がある場合、治療の必要性や治療内容などが不明瞭な場合、障害状態・介護状態などにつき詳細な確認が必要な
場合など

●事故の詳細な状況を確認する必要がある場合
ご提出いただいた「事故状況報告書」などでは事故の詳細な状況が不明な場合

保険金・給付金などのお支払の判断にあたり、ご加入前の健康状態、治療の内容・経過、事故の状況などについて、ご契約のしおり・約款に
基づき、医師や関係機関などへご請求内容に関する事実の確認をさせていただくものです。これにより、お支払可否の検討、お支払いする
金額の確定、あるいはご契約（ご請求のご契約以外の契約・特約を含む）の継続可否の検討をさせていただくことになります。なお、この
確認は、当社が業務委託をしている確認会社が実施いたします。

お客さまへの
確認

医療機関
などへの
照会

医療機関
などからの
回答

お支払
可否の
決定

※正当な理由がなく、事実の確認の同意または回答を拒まれたときは、約款の規定に基づき確認が終わるまで保険金・給付金などのお支払判断を保留させて
いただくことになります。
※確認先が複数になる、あるいは、確認先の都合や事故原因の調査を行う場合に相当の日数を要することもございます。ご理解、ご了承くださいますよう
お願いします。

お客さまへの確認後、医療機関などへの確認を行います。

ご請求内容に関する事実の確認について
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当社は、より透明性の高い保険金のお支払態勢を目指して、第三者によって構成された支払審査会を設置しています。
お客さまが、保険金・給付金をお支払いできないという当社決定についてご納得いただけない場合、まずはお支払ホットラインにて専門
スタッフがわかりやすく丁寧にご説明します。それでもご納得いただけない場合は、支払審査会にお申し立ていただくことができます。
支払審査会はそうしたお申し立てに対し1件ずつ審査・判定し、不払が妥当ではないと判断した場合は、支払審査会の判断を最大限尊重
した措置が採られます。 
当社は、これからもお客さまの視点に立った支払査定体制を構築し、お客さまに最も信頼される会社を目指して努力してまいります。

支払審査会について

1

2

3

4

お
客
さ
ま

●開催時期 ： 原則毎月1回開催
●構成委員 ： 外部の弁護士、医師、一般消費者等からなる6名以内
●委員改選 ： 1年ごとに改選

当社より不払決定・解除決定のご通知 
（「お支払ホットライン」 連絡先、「支払審査会」のご案内を同封）

チェック

連携

連携

お客さまからの 
ご照会・ご不満など

当社からのご説明

審査請求
（「審査請求書」のご提出）

審査結果のご報告

お客さまからの 
ご照会・ご不満など

当初の当社決定が妥当
でないと判断したときは、
再査定を勧告

外部の弁護士、医師、一般消費者等からなる6名以内により
構成される合議体にて、客観的な立場から
不払・解除の妥当性を十分に審査

※状況に応じ、追加の調査や再審査となる場合もございます。

専門スタッフ
によるご説明

当社からのご説明
「支払審査会」のご案内

ライフプランナー

お支払ホットライン

本社支払部門

支払審査会

支払査定
部署

支払管理
部署 不

払
な
ど
に
関
す
る
申
出
、支
払・不
払
の
状
況
の
報
告

支払審査会について
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